
 

温室効果ガス排出・吸収量目録関連業務  ３６９百万円（１９０百万円） 

エネルギー対策特別会計 ２６１百万円（  ０百万円） 

一般会計 １０８百万円（１９０百万円） 

地球環境局総務課低炭素社会推進室 

 

１．事業の必要性・概要 

 2010（平成22）年12月に開催された気候変動枠組条約第16回締約国会議（ＣＯＰ

16）において、「2020（平成32）年までの温室効果ガス削減に関するカンクン合意

」の施策である「測定、報告、検証（ＭＲＶ）の強化」の一つとして、国別報告書

（ＮＣ）及び隔年報告書（ＢＲ）の作成と、これら報告書の専門家による技術的な

審査及び多国間の国際的な評価を行うこととされた。2014（平成26）年から2015（

平成27）年にかけて、2014（平成26）年１月に提出する第６回ＮＣ及び第１回ＢＲ

について審査等が行われる予定であり、適切な準備・対応を行い、国際的な説明責

任を果たす必要がある。 

また、2013（平成25）年以降の温室効果ガスインベントリに適用される新ガイド

ラインでは、対象ガスや排出源の追加、温暖化係数（ＧＷＰ）の変更など、算定方

法の再構築が求められている。我が国としては、新ガイドラインに対応しつつ、正

確な温室効果ガスの排出量の把握に努めるとともに、国際的なＭＲＶの強化に対し

て主導的な対応を行うことで、京都議定書第一約束期間が終了する2013（平成25）

年以降も、温室効果ガス排出削減を着実に実施する姿勢を示していく必要がある。 

 

２．事業計画（業務内容） 

 我が国が提出する第６回ＮＣ及び第１回ＢＲが、平成26年度より専門家による技

術的審査や多国間評価を受けることから、国際的なＭＲＶに対応するための科学的

知見等の収集・整理を行うとともに、他国の報告書の内容など多国間評価への対応

に必要な情報を整理し、適切な準備・対応を行う。 

また、新ガイドラインの内容に適合した我が国の精緻な算定方法を検討・確立す

るとともに、提出期限である平成27年４月までに、新ガイドラインに対応した温室

効果ガスインベントリを作成し、確実に国連へ提出する。 

 

３．施策の効果 

新ガイドラインへの移行後も正確な温室効果ガス排出量が算定されるとともに、

京都議定書第一約束期間終了後も、我が国における温室効果ガス排出削減を着実に

実施する姿勢を、国内外へ示すことができる。 



 

 温室効果ガス排出量等の精緻化 
 

 我が国における温室効果ガスの排出削減への姿勢を国内外へ示す 

隔年報告書 

国別報告書 温室効果ｶﾞｽｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ 

 新ガイドライン 

 対象ガス追加 
 算定方法の精緻化 など 

 緩和行動の成果 

 温室効果ガス排出量
の将来予測 

 途上国の支援 など 
 国家情勢 

 政策・措置 
 気候変動の影響 
 技術開発 など 

( 2年ごと、提出 ) 

( 4年ごと、提出 ) ( 毎年、提出  ) 

【施策の効果】 

NEW 

NEW 

温室効果ガス排出・吸収量目録関連業務 
平成26年度予算（案）額 
369百万円（190百万円） 

支出予定先：民間団体等 

一般会計        １０８百万円 
エネルギー対策特別会計 ２６１百万円 



H25年度 
（2013） 

温室効果ガスインベントリ、隔年報告書等に関するスケジュール（H25～H28） 

温室効果ガスインベントリ（inv） 

算定方法改善 国連審査対応 

H26年度 
（2014） 

H27年度 
（2015） 

H28年度 
（2016） 

算定 

【2012inv】（CP1最後inv） 

H29年度 

～ 

inv審査ガイドライン改訂 

IAR準備 

NC/BR審査ガイ
ドライン改訂 NC/BR報告ガイドライン改訂 IAR手順改訂 

国連提出（H25.12末） 

準備検討・作成 

COP19 COP20 COP21 COP22 

調整期間満了後の最終報告書の提出 

国連提出（H26.4） 

訪問審査 ・専門家が日本を訪れ詳細な審査 

【2013inv】（新ガイドライン適用） 

算定方法検討・開発 

エネバラ改訂(エネルギー消費統計の活用) 

速報値 

算定 プレ算定 

速報値 
（新ＧＬ対応） 

国連審査対応 

国連提出（H27.4） 

【2014inv】 

算定方法改善 算定 国連審査対応 

速報値 国連提出（H28.4） 

【2015inv】 

算定方法改善 算定 

速報値 

【国際交渉】 

・毎年インベントリの改善、作成、提出、審査対応が必要。 
・新ガイドラインに基づく2013年度インベントリの算定方法の検討、 
 開発が必要。 

【６th NC】 

国別報告書（NC）、隔年報告書（BR）、国際評価審査（IAR） 

共通報告様式の改訂 

審査対応が必要 

【1th BR】 

準備検討・作成 

【国際交渉】 

IAR対応（技術審査、国際会議プレゼン） 

【2th BR】 国連提出（H25.12末） 

IAR準備 準備検討・作成 

国連提出（H27.12末） 

以下の情報の整理が必要。 
 
 ✔緩和行動の成果 
 

 ✔ｲﾝﾍ゙ ﾝﾄﾘの将来予測 
  

 ✔途上国への資金・能力 
  開発支援の状況整理 
                                    など 

以下の情報の整理が必要。 
 
✔ 国家情勢 
✔ 政策・措置 
✔ 気候変動の影響、適応措置 
✔ 研究・観測及び技術開発 
✔ 教育・訓練・啓発 など 

NC（4年ごと提出） BR（2年ごと提出） 

IAR対応(技術審査、国際会議プレゼン) 


